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官民連携手法による
　公的資産マネジメント

（10）地方公共団体における
     PRE戦略導入事例の紹介

１
．
堺
市
の
事
例

　

大
阪
府
堺
市
が
老
朽
化
す
る
市
営

住
宅
の
建
替
等
を
Ｐ
Ｆ
Ｉ
事
業
に
て

実
施
し
た
事
例
で
あ
る
。

❶
背
景

　

同
市
で
は
、
市
営
住
宅
の
老
朽
化

に
伴
う
建
替
え
事
業
の
実
施
を
検
討

し
て
い
た
が
、
事
業
コ
ス
ト
の
削
減

及
び
地
域
ま
ち
づ
く
り
へ
の
貢
献
が

課
題
と
な
っ
て
い
た
。

❷
事
業
概
要

　

同
市
は
、右
記
の
課
題
に
対
応
す

る
た
め
、本
事
業
を
Ｐ
Ｆ
Ｉ
事
業
と

し
、民
間
事
業
者
の
優
れ
た
能
力
を

活
用
す
る
こ
と
で
効
率
的
か
つ
効
果

的
な
市
営
住
宅
の
整
備
を
行
っ
た
。

加
え
て
、二
つ
の
市
営
住
宅
の
う
ち
、

一
方
の
市
営
住
宅
に
未
建
設
戸
数
を

集
約
す
る
こ
と
で
、も
う
一
方
の
用

地
を
余
剰
地
と
し
、余
剰
地
の
活
用

に
つ
い
て
も
Ｐ
Ｆ
Ｉ
の
事
業
範
囲
と

し
て
、民
間
事
業
者
に
優
良
な
共
同

住
宅
の
供
給
を
行
う
こ
と
を
求
め

た
。

❸
取
り
組
み
効
果

　

落
札
者
の
事
業
提
案
に
基
づ
き
、

Ｐ
Ｆ
Ｉ
事
業
に
よ
り
本
事
業
を
実
施

す
る
場
合
の
市
の
財
政
負
担
額
に
つ

い
て
、
市
が
直
接
事
業
を
実
施
す
る

場
合
の
財
政
負
担
額
と
比
較
を
行
っ

た
と
こ
ろ
、
現
在
価
値
換
算
で
13
％

の
縮
減
が
期
待
で
き
る
こ
と
と
な
っ

た
。

　

ま
た
、
建
替
え
に
よ
っ
て
生
じ
た

余
剰
地
に
つ
い
て
も
、
落
札
者
が
共

同
住
宅
を
建
設
す
る
こ
と
に
な
り
、

地
域
ま
ち
づ
く
り
に
貢
献
す
る
形
で

活
用
で
き
た
。

２
．
横
浜
市
の
事
例

　

神
奈
川
県
横
浜
市
が
設
置
し
た
共

創
推
進
事
業
本
部
の
事
例
で
あ
る
。

❶
背
景

　

横
浜
市
で
は
、
民
間
活
力
の
導
入

に
際
し
、
次
の
三
点
を
課
題
と
し
て

認
識
し
て
い
た
。

　

前
稿
に
お
い
て
は
、
Ｐ
Ｒ
Ｅ
戦
略

の
概
略
を
解
説
し
た
。こ
こ
で
、Ｐ
Ｒ

Ｅ
戦
略
の
基
本
的
な
考
え
方
を
再
掲

す
る
と
、
Ｐ
Ｒ
Ｅ
戦
略
は
、「
公
的
不

動
産
に
つ
い
て
、
公
共
・
公
益
的
な

考
え
方
を
踏
ま
え
つ
つ
、
財
政
的
視

点
に
立
っ
て
見
直
し
を
行
い
、
不
動

産
投
資
の
効
率
性
を
最
大
限
向
上
さ

せ
て
い
こ
う
と
す
る
考
え
方
」（「
公

的
不
動
産
の
合
理
的
な
所
有
・
利
用

に
関
す
る
研
究
会（
Ｐ
Ｒ
Ｅ
研
究
会
）

中
間
取
り
ま
と
め
（
平
成
20
年
５
月

公
表
）」）
と
定
義
さ
れ
、
経
営
的
観

点
か
ら
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
サ
イ
ク
ル

に
基
づ
く
継
続
的
な
取
り
組
み
を
指

す
。

　

本
稿
で
は
、
Ｐ
Ｒ
Ｅ
戦
略
の
具
体

的
な
取
り
組
み
事
例
に
つ
い
て
、
官

民
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
（
Ｐ
Ｐ
Ｐ
）

と
い
う
観
点
か
ら
二
事
例
を
紹
介
す

る
。
一
つ
目
に
、
個
別
資
産
の
有
効

活
用
を
行
う
た
め
の
受
け
皿
と
し
て

の
役
割
を
担
っ
た
事
例
と
し
て
、
大

阪
府
堺
市
の
「
Ｐ
Ｆ
Ｉ
に
よ
る
市
営

長
曽
根
団
地
・
深
井
中
町
団
地
建
替

等
事
業
」
を
、
二
つ
目
に
、
Ｐ
Ｒ
Ｅ

関
連
の
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
提
供
で

き
る
民
間
事
業
者
と
協
力
体
制
を
構

築
す
る
た
め
の
環
境
作
り
を
行
っ
た

事
例
と
し
て
、神
奈
川
県
横
浜
市「
共

創
推
進
事
業
本
部
の
取
り
組
み
」
を

紹
介
す
る
。
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念
・
手
法
の
再
構
築
』
と
、『
発
信
と

企
業
と
各
区
局
間
の
「
橋
渡
し
」』
の

二
点
を
掲
げ
活
動
し
て
い
る
。

め
の
窓
口
で
あ
り
、
今
年
度
６
月
に

開
設
し
て
以
来
、
約
５
ヵ
月
で
38
件

の
相
談
・
提
案
が
あ
り
、
そ
の
う
ち
、

６
件
は
事
業
と
し
て
具
体
的
に
動
く

段
階
に
達
し
て
い
る
。

　

二
つ
目
と
し
て
は
、「
共
創
フ
ォ
ー

ラ
ム
」
が
挙
げ
ら
れ
る
。
共
創
フ
ォ

ー
ラ
ム
と
は
、
様
々
な
社
会
課
題
を

テ
ー
マ
に
、
幅
広
い
業
種
の
民
間
企

業
の
メ
ン
バ
ー
と
本
市
職
員
を
は
じ

め
と
す
る
公
共
団
体
職
員
が
立
場
を

超
え
て
議
論
を
参
加
す
る
こ
と
を
目

的
と
し
た
場
の
提
供
で
あ
り
、
平
成

20
年
７
月
に
第
一
回
の
フ
ォ
ー
ラ
ム

が
開
催
さ
れ
た
。

　

ま
た
、
公
有
財
産
の
有
効
活
用
と

い
う
観
点
か
ら
の
取
り
組
み
と
し
て

は
、
区
局
と
連
携
し
、
民
間
事
業
者

の
意
向
を
踏
ま
え
た
公
有
資
産
の
有

効
活
用
策
の
検
討
・
実
施
へ
の
取
り

組
み
を
平
成
20
度
の
運
営
方
針
と
し

て
掲
げ
て
い
る
。

３
．
事
例
総
括

　

本
稿
で
は
、
二
つ
の
事
例
を
紹
介

し
た
。
以
下
で
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
事

例
の
ポ
イ
ン
ト
を
整
理
し
た
上
で
、

Ｐ
Ｐ
Ｐ
の
可
能
性
を
検
討
す
る
。

　

堺
市
の
事
例
は
、
施
設
を
集
約
す

る
こ
と
で
余
剰
地
を
生
み
出
し
、
そ

の
余
剰
地
を
民
間
事
業
者
に
活
用
し

て
も
ら
う
ス
キ
ー
ム
と
す
る
こ
と
に

よ
っ
て
、
市
は
、
用
地
の
売
却
収
入

を
得
る
と
と
も
に
、
余
剰
地
を
地
域

ま
ち
づ
く
り
に
貢
献
す
る
形
で
活
用

す
る
こ
と
が
可
能
と
な
っ
た
。

　

ま
た
、
横
浜
市
の
事
例
で
は
、
行

政
と
民
間
事
業
者
が
自
由
に
意
見
交

換
で
き
る
場
を
創
出
し
た
こ
と
に
よ

り
、
官
民
の
連
携
が
強
化
さ
れ
た
。

　

以
上
よ
り
、
Ｐ
Ｒ
Ｅ
戦
略
の
実
践

に
あ
た
っ
て
は
、
民
間
活
力
の
導

入
を
含
め
た
保
有
不
動
産
の
戦
略
的

な
活
用
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
た

め
、Ｐ
Ｐ
Ｐ
の
活
用
が
期
待
さ
れ
る
。

ま
た
、
横
浜
市
の
事
例
に
も
あ
る
よ

う
に
、
意
見
交
換
の
場
を
創
出
す
る

こ
と
で
、
民
間
発
意
に
よ
る
事
業
を

推
進
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
り
、
よ

り
自
由
度
の
高
い
Ｐ
Ｐ
Ｐ
事
業
へ
の

取
り
組
み
が
期
待
さ
れ
る
。

　

一
点
目
は
、
民
間
と
の
相
互
理
解

の
不
足
で
あ
る
。
行
政
サ
ー
ビ
ス
の

民
間
開
放
の
加
速
に
伴
い
、
行
政
の

直
接
執
行
か
ら
民
間
企
業
へ
の
移
行

が
加
速
し
た
が
、
民
間
ニ
ー
ズ
に
基

づ
い
た
取
り
組
み
が
行
わ
れ
て
い
る

か
に
つ
い
て
疑
問
に
感
じ
て
い
た
。

　

二
点
目
は
、
民
間
活
力
の
検
証
・

評
価
が
出
来
て
い
な
い
点
で
あ
る
。

サ
ー
ビ
ス
提
供
に
あ
た
っ
て
は
最
適

な
主
体
、
手
法
を
選
択
す
る
必
要
が

あ
る
が
、
そ
も
そ
も
民
間
活
力
の
効

果
を
検
証
、
評
価
す
る
仕
組
み
が
で

き
て
い
な
い
た
め
、
選
択
す
る
こ
と

が
難
し
い
と
感
じ
て
い
た
。

　

三
点
目
は
、
公
民
の
情
報
交
換
の

場
が
な
く
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ
（
企
業
の
社
会

的
責
任
）
活
動
等
を
総
合
的
に
支
援

す
る
窓
口
が
な
い
点
で
あ
る
。近
年
、

企
業
は
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ
が
求
め
ら
れ
て
お

り
、
そ
の
結
果
と
し
て
、
企
業
の
公

的
分
野
へ
の
取
り
組
み
が
増
加
す
る

も
の
と
考
え
ら
れ
る
が
、
公
民
の
情

報
交
換
の
場
が
な
く
、
企
業
の
Ｃ
Ｓ

Ｒ
活
動
等
を
総
合
的
に
支
援
す
る
窓

口
が
な
い
と
感
じ
て
い
た
。

　

こ
れ
ら
の
課
題
を
解
決
す
る
た
め

の
組
織
と
し
て
、
共
創
推
進
事
業
本

部
が
設
置
さ
れ
た
。

❷
取
り
組
み
概
要

　

共
創
推
進
事
業
本
部
は
、
基
本
理

念
と
し
て
、『
庁
内
で
共
有
す
べ
き
理

　

㈱
日
本
総
合
研
究
所

　

総
合
研
究
部
門　

副
主
任
研
究
員

　

☎
（
03
）
３
２
８
８
‐
４
６
２
１  

慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
理
工
学
研
究
科

修
士
課
程
修
了
。

平
成
18
年
株
式
会
社
日
本
総
合
研
究
所

に
入
社
、
現
在
に
至
る
。

専
門
分
野
は
、
Ｐ
Ｆ
Ｉ
／
Ｐ
Ｐ
Ｐ
、
事

業
開
発
支
援
、
行
財
政
改
革
等
に
関
す

る
調
査
・
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
。

　

今
年
度
の
取
り
組
み
と
し
て
は
、

一
つ
目
に
、「
共
創
フ
ロ
ン
ト
」
が

挙
げ
ら
れ
る
。
共
創
フ
ロ
ン
ト
と

は
、
行
政
と
民
間
が
互
い
に
対
話
を

進
め
、
新
た
な
事
業
機
会
の
創
出
と

社
会
的
課
題
の
解
決
の
取
り
組
む
た

細谷　智規

〈筆者略歴〉


